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教 育 費 調 査 結 果 の 概 要
－平 成 ２９会 計 年 度－

Ⅰ 調査の概要
１ 調査の目的

この調査は、学校教育、社会教育、生涯学習関連及び教育行政のために地方公共団体から支出された経
費並びに授業料等の収入の実態を明らかにして、国・地方を通じた教育諸施策を検討・立案するための基
礎資料を得ることを目的として、文部科学省が昭和24会計年度以降毎年実施している調査です。

２ 調査の対象
この調査の対象は、全国の都道府県・市町村（特別区、一部教育事務組合を含む。）教育委員会及び大

学・短期大学を除く公立の学校並びに条例により設置された知事部局が所管する生涯学習関連施設です
が、本道の本年度の調査対象（分校も1校として計上）は次のとおりです｡

区 分 教育委員会数 人 口 学 校 種 類 等 学 校 等 数 在 学 者 数 本務教員数

北 海 道 1 5,339,539 幼 稚 園 56 2,237 353

市 町 村 187 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 15 1,641 263

(注)１ 市町村教育委員会には、一部教育事務組合6 小 学 校 1,054 243,731 18,984

を含む。 中 学 校 591 126,790 11,565

２ 人口は平成30年1月1日現在の住民基本台帳 義 務 教 育 学 校 3 211 63

による。 特 別 支 援 学 校 70 5,739 3,853

３ 学校数・在学者数・本務教員数は平成29年度 高 等 学 校 全 日 制 222 93,180 7,862

学校基本調査(平成29年5月1日現在)による。 高 等 学 校 定 時 制 10(32) 4,005 618

４ 特別支援学校、高等学校全日制及び高等学校 高 等 学 校 通 信 制 1 2,928 53

定時制の在学者数には専攻科の在学者も含む。 中 等 教 育 学 校 2 1,415 113

５ 高等学校定時制の学校数は単置校数である。 専 修 学 校 16 1,720 189

知事部局所管の生涯学習関連施設 5 - -
（（ ）内は併置校数）

３ 調査の内容と方法
この調査では、地方教育費を学校教育費、社会教育費、教育行政費及び知事部局における生涯学習関

連費の四分野に大別し、さらに学校教育費については、幼稚園、幼保連携型認定こども園、小学校、中
学校、義務教育学校、特別支援学校、高等学校全日制課程、高等学校定時制課程、高等学校通信制課程、
中等教育学校、専修学校、各種学校及び高等専門学校の13種類、社会教育費については、公民館費、図
書館費、博物館費、体育施設費、青少年教育施設費、女性教育施設費、文化会館費、その他の社会教育
施設費、教育委員会が行った社会教育活動費及び文化財保護費の10分野、知事部局における生涯学習関
連費については、体育施設費、青少年施設費、女性関連施設費、文化会館費、その他の生涯学習関連施
設費の５分野に分けて、それぞれ支出された経費を財源別(負担区分別）と支出項目別（使途別）の両面
から調査しています。

４ 調査する経費の範囲
この調査では、平成29会計年度に国、道、市町村が教育のために支出した経費（以下､「公費｣という｡)

及び社会教育施設等に寄附された寄附金のうちから教育のために支出した経費（以下、「公費に組み入れ
られない寄附金」という。）について調査しています。また、学校、その他の教育施設に伴う収入につい
ても調査しています。
なお、この調査での公費は、道・市町村の歳出決算額をもとに調査をしていますが、教育費を機能的に

把握することから、例えば総務省の地方財政状況調査の中の「市町村決算状況調」目的別歳出決算額の「教
育費の範囲」とは、次の点で異なっています。
(1) 本調査の対象となっているが、目的別歳出決
算額には含まれていない経費
ア 債務償還費（公債費）
イ 他省庁からの国庫補助金
ウ 道他部局からの補助金及び市町村他部局
からの支出金

エ 教育施設の火災保険料
オ 災害復旧費
カ 教育委員会事務局庁舎維持運営費

(2) 目的別歳出決算額には含まれているが、本調
査の対象外となる経費
ア 私立学校に対する補助金
イ 公立大学、短期大学への支出経費
ウ 積立金・貸付金等

ただし、育英奨学事業としての貸付
金は調査対象。

エ 給食費（私費会計分）
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５ 調査の構成及び調査事項の説明

地方教育費（財源別） （分 野） 地方教育費（支出項目別）
公 費 学 校 教 育 費 消 費 的 支 出
・国庫補助金 幼 稚 園 ・人件費

国が地方公共団体に交付した補助金 幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 本務教員給与、兼務教員給与、事務職員

及び負担金。文部科学省以外の省庁 小 学 校 給与、その他の職員給与、共済組合等負

からの補助金を含む。 中 学 校 担金、恩給費等、退職・死傷手当等に要

・道支出金 義 務 教 育 学 校 した経費。

道が租税、使用料、手数料収入等の 特 別 支 援 学 校 ・教育活動費

財源から支出した経費。道他部局か 高 等 学 校 全 日 制 特別活動費(学級活動、児童・生徒会活動

らの補助金を含む。 高 等 学 校 定 時 制 等)、教授用消耗品費(教科用図書、教授

・市町村支出金 高 等 学 校 通 信 制 用教具等)、教員及び教育補助員の旅費、

市町村が租税、使用料、手数料収入 中 等 教 育 学 校 その他の教育活動費(印刷・製本代等)等､

等の財源から支出した経費。 専 修 学 校 児童・生徒に対する教授及びその補助の

・地方債 各 種 学 校 ために要した経費｡

地方公共団体がその教育施設の新設､ 高 等 専 門 学 校 ・管理費

災害復旧等のために起債した経費。 修繕費、学校警備費、消耗品費、光熱水

・公費組入れ寄附金 費、事務職員や施設維持職員及び補助活

地方公共団体の歳入として決算に計 動職員の旅費等、当該学校の管理運営の

上された寄附金・贈与金から支出さ ために要した経費。

れた経費。 ・補助活動費

健康診断や給食の運営に要した経費等、

正規の学校教育の中には含まれないが、

それと密接な関係を有している学校の事

業に要した経費。

・所定支払金

日本スポーツ振興センター共済掛金、

地代、建物・設備等の賃貸料・借料、校

長会・研究会負担金等、定期的に支払義

務を生ずる経費。

資 本 的 支 出
土地費、建築費、設備・備品費、図書購入

費に要した経費。

債 務 償 還 費
地方債の元金の返済、利子の支払い及び手

数料に要した経費。

公費に組み入れられない寄附金 社 会 教 育 費 消 費 的 支 出
団体や個人から直接社会教育施設等に 公 民 館 費 人件費、活動費、維持・修繕費、職員の保

寄附された経費で、その経費が公費に 図 書 館 費 健・福利厚生事業に要した経費、所定支払

組み入れられなかった金額。 博 物 館 費 金等、年々経常的に支出する経費。

体 育 施 設 費 資 本 的 支 出
青 少 年 教 育 施 設 費 土地費、建築費、設備・備品費、図書購入

女 性 教 育 施 設 費 費に要した経費。

文 化 会 館 費 債 務 償 還 費
そ の 他 の 社 会 教 育 施 設 費 地方債の元金の返済、利子の支払い及び手

教育委員会が行った社会教育活動費 数料に要した経費。

文 化 財 保 護 費

消 費 的 支 出
人件費、旅費、指導費、維持・修繕費、職

員の保健・福利厚生事業に要した経費、所

定支払金等、年々経常的に支出する経費。

教 育 に 係 る 収 入 教 育 行 政 費 資 本 的 支 出
・一般会計 土地費、建築費、設備・備品費、図書購入

授業料、入学金、検定料、日本スポ 費に要した経費。

ーツ振興センター共済掛金、その他 債 務 償 還 費
の収入 地方債の元金の返済、利子の支払い及び手

・特別会計収入 数料に要した経費。
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Ⅱ 調査結果の概要
１ 本道の総行政費と地方教育費合計

平成29年度の地方教育費合計は約7,982億円で、これは本道の総行政費の13.1%に当たり、前年度に対
し1.4%の増となっています。また、平成25年度以降の本道の総行政費及び地方教育費合計の推移は第１
表のとおりです。
なお、以下の表中、「構成比」や一部の数値については、個々の数値について小数点第1位未満四捨五

入しているため、合計と内訳の計が一致しない場合があります。
第１表 本道の総行政費と地方教育費合計
年 北 海 道 市 町 村 合 計

(一部教育事務組合を含む)

総 行 政 費 地 方 教 育 費 対

総 行 政 費 地方教育費 総 行 政 費 地方教育費 Ｂ / Ａ 前年度

度
Ａ Ｂ

増加率

千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％

25 2,796,093,732 458,992,329 2,985,812,662 303,708,723 5,781,906,394 762,701,052 13.2 -0.6

26 2,765,116,085 475,634,924 3,039,285,087 325,356,833 5,804,401,172 800,991,757 13.8 5.0

27 2,845,114,325 479,093,417 3,054,885,349 302,075,856 5,899,999,674 781,169,273 13.2 -2.5

28 2,818,037,128 485,977,562 3,129,790,794 301,314,682 5,947,827,922 787,292,243 13.2 0.8

29 2,856,142,179 188,715,628 3,236,346,934 609,441,879 6,092,489,113 798,157,507 13.1 1.4

（注）総行政費は、公営事業会計を除く普通会計歳出決算額である。

２ 本道地方教育費の使途と財源
(1) 地方教育費合計の内訳
ア 地方教育費合計の分野別内訳

平成29年度の地方教育費合計7,982億円を分野別にみると、第１図のとおり学校教育費が84.2%
と最も多く、次いで社会教育費が9.3%、教育行政費が6.5％となっています。
これを前年度と比較すると、学校教育費が0.6%、社会教育費が11.0%の増、教育行政費が1.2%の減
となっています。

第１図 地方教育費合計の分野別内訳

イ 地方教育費合計の財源別内訳
平成29年度の地方教育費合計7,982億円を財源別にみると、第２図のとおり道支出金が43.5%と

最も多く、次いで市町村支出金が38.3%、国庫補助金が11.8%、地方債が6.3%となっています。
なお、最近５か年の地方教育費合計の財源別構成を示すと第２表のとおりです。

学校教育費
84.2%

社会教育
費

9.3%

教育行政費
6.5%
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第２図 地方教育費合計の財源別内訳

第２表 地方教育費合計の財源別構成の推移
年 公 費 公費に組み入れられない 地 方 教 育 費 合 計

寄 附 金

度 実 額 構成比 実 額 構成比 実 額 構成比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

25 762,700,833 100.0 2,342 - 767,686,662 100.0

26 800,987,556 100.0 219 - 762,701,052 100.0

27 781,166,761 100.0 4,201 - 800,991,757 100.0

28 787,273,316 100.0 18,927 - 787,292,243 100.0

29 798,122,998 100.0 34,509 - 798,157,507 100.0

ウ 地方教育費合計の支出項目別内訳
平成29年度の地方教育費合計を支出項目別に見ると、第３表のとおり消費的支出が81.0%と最も多

く、次いで土地費・建築費などの資本的支出が13.8%、債務償還費が5.2%、となっています。
なお、支出項目別の対前年度増加率は、消費的支出が0.7％の減、資本的支出が10.9%、債務償還

費が12.7%それぞれ増となっています。

第３表 地方教育費合計の支出項目別内訳

支 出 項 目 学 校 教 育 費 社 会 教 育 費 教 育 行 政 費 地方教育費合計 項 目 別 対前年度

比 率 増 加 率

千円 千円 千円 千円 ％ ％

消費的支出 550,283,194 47,875,529 48,741,149 646,899,872 81.0 -0.7
(前年度) (556,154,917) (46,823,428) (48,529,384) (651,507,729)

資本的支出 86,487,919 20,775,627 2,566,171 109,829,717 13.8 10.9

(前年度) (80,998,049) (14,580,413) (3,452,800) (99,031,262)

債務償還費 35,555,554 5,479,030 393,334 41,427,918 5.2 12.7

(前年度) (31,001,136) (5,426,490) (325,626) (36,753,252)

総 額 672,326,667 74,130,186 51,700,654 798,157,507 100.0 1.4

(前年度) (668,154,102) (66,830,331) (52,307,810) (787,292,243)

道支出金
43.5%

市町村支出金
38.3%

国庫補助金
11.8%

地方債
6.3%
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(2) 学校教育費
ア 学校教育費の内訳

平成29年度の学校教育費は約6,723億円で、前年度と比較すると0.6%増加しています。
学校教育費の学校種類別内訳は、第４表のとおり小学校・中学校の教育費が総額の70.4%を占めて

います。また、財源別にみると、第３図のとおり道支出金が48.5%と最も多く、次いで市町村支出金
が32.1%、国庫補助金が13.4%、地方債が5.9%となっています。
なお、今回調査から義務教育学校が調査対象になっています。
最近５か年間の学校教育費の推移は第５表のとおりです。

第４表 学校種類別教育費
対

学 校 種 類 実 額 構成比 前年度

増加率

千円 ％ ％

幼 稚 園 3,702,557 0.6 0.8

幼保連携型認定こども園 4,088,154 0.6 25.7

小 学 校 292,145,597 43.5 0.4

中 学 校 180,662,798 26.9 3.9

義 務 教 育 学 校 3,283,001 0.5 324.7

特 別 支 援 学 校 52,884,997 7.9 -14.6

高等学校全日制 122,403,854 18.2 1.2

高等学校定時制 8,308,248 1.2 0.3

高等学校通信制 917,644 0.1 4.0

中 等 教 育 学 校 1,446,791 0.2 40.4

専 修 学 校 2,483,126 0.4 -3.8
総 額 672,326,667 100.0 0.6

第３図学校教育費の財源別内訳

道支出金
48.5%

市町村支出金
32.1%

国庫補助金
13.4%

地方債
5.9%
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第５表 学校教育費の推移
年 公 費 公費に組み入れられない 地 方 教 育 費 合 計

寄 附 金

度 実 額 構成比 実 額 構成比 実 額 構成比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

25 642,181,920 100.0 - - 642,181,920 100.0

26 669,234,708 100.0 - - 669,234,708 100.0

27 660,344,631 100.0 - - 660,344,631 100.0

28 668,154,102 100.0 - - 668,154,102 100.0

29 672,326,667 100.0 - - 672,326,667 100.0

イ 学校教育費の支出項目別内訳 第６表 学校教育費の支出項目別内訳
平成29年度の学校教育費の支出項目別内 対

訳をみると、第６表のとおり消費的支出が 支 出 項 目 実 額 構成比 前年度

81.8%、資本的支出が12.9%、債務償還費が 増加率

5.3%となっています。 千円 ％ ％

また、消費的支出のうち44.2%が本務教員 消 費 的 支 出 550,283,194 81.8 -1.1

の給与であり、これは学校教育費総額の ( 本 務 教 員 の 給 与 ) (296,997,835) (44.2) (-2.5)

54.0%を占めています。 （その他の消費的支出） (156,797,824) (23.3) (-0.1)

前年度と比較すると、消費的支出が-1.1% 資 本 的 支 出 86,487,919 12.9 6.8

の減、資本的支出が6.8%、債務償還費が （ 土 地 ・ 建 築 費 ） (79,082,389) (11.8) (6.7)

14.7%それぞれ増となっています。 （設備・備品・図書費） (7,405,530) (1.1) (8.2)

債 務 償 還 費 35,555,554 5.3 14.7

総 額 672,326,667 100.0 0.6

ウ 学校種類別在学者１人当たり教育費
平成29年度の学校種類別在学者１人当たり教育費は第７表のとおりです。
これによると、義務教育学校費が極めて大きく、小学校の児童１人当たり教育費の約13倍、中学

校の生徒１人当たり教育費の約11倍となっています。

第７表 学校種類別在学者１人当 第４図 学校種類別在学者１人当たり教育費
たり教育費 （前年度との比較）

対

学 校 種 類 実 額 前年度

増加率

円 ％

幼 稚 園 1,655,144 11.5

幼保連携型認定こども園 2,491,258 14.1

小 学 校 1,198,639 1.5

中 学 校 1,424,898 6.6

義務教育学校 15,559,246 334.7

特別支援学校 9,215,020 -16.4

高等学校全日制 1,313,628 3.3

高等学校定時制 2,074,469 5.1

高等学校通信制 313,369 14.3

中等教育学校 1,022,467 9.0

専 修 学 校 1,443,678 -3.4

専修学校

中等教育学校

高等学校通信制

高等学校定時制

高等学校全日制

特別支援学校

義務教育学校

中学校

小学校

幼保連携認定子ども園

幼稚園

平成29年度 平成28年度
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(3) 社会教育費
ア 社会教育費の分野別内訳 第８表 社会教育費の分野別内訳

平成29年度の社会教育費は約741億 対

円で、前年度と比較すると10.9%増加 社 会 教 育 分 野 実 額 構成比 前年度

しています。 増加率

社会教育費の分野別内訳をみると第 千円 ％ ％

８表のとおり体育施設費が31.0%と最 公 民 館 費 6,108,487 8.2 12.6

も多く、次いで図書館費が15.5%、そ 図 書 館 費 11,486,725 15.5 14.5

の他の社会教育施設が11.3%となって 博 物 館 費 7,349,078 9.9 12.8

います。 体 育 施 設 費 23,010,360 31.0 -1.5
これら社会教育費を前年度と比較す 青 少 年 教 育 施 設 費 1,930,316 2.6 21.0

ると、女性教育施設費が45.7%の増、 女 性 教 育 施 設 費 55,476 0.1 45.7

その他の社会教育施設が44.8%の増と 文 化 会 館 費 6,863,699 9.3 12.3

なっています。 そ の 他 の 社 会 教 育 施 設 費 8,357,791 11.3 44.8

教育委員会が行った社会教育活動費 6,423,807 8.7 9.5

文 化 財 保 護 費 2,544,447 3.4 20.8

総 額 74,130,186 100.0 10.9

イ 社会教育費の財源別内訳
平成29年度の社会教育費を財源別にみると、第５図のとおり市町村支出金が77.9%と最も多く、次

いで地方債が12.9%、道支出金が4.3%、国庫補助金が4.2%となっています。

第５図 社会教育費の財源別内訳

ウ 社会教育費の支出項目別内訳 第９表 社会教育費の支出項目別内訳
社会教育費を支出項目別にみると、第９表 対

のとおり消費的支出が64.8%と最も大きく、 支 出 項 目 実 額 構成比 前年度

次いで資本的支出が28.0%、債務償還費が 増加率

7.4%となっています。 千円 ％ ％

前年度と比較すると、消費的支出が2.2%、 消 費 的 支 出 47,875,529 64.6 2.2

資本的支出が42.5%、債務償還費が1.0%の増 資 本 的 支 出 20,775,627 28.0 42.5

となっています。 債 務 償 還 費 5,479,030 7.4 1.0

また、道民１人当たりの社会教育費は 総 額 74,130,186 100.0 10.9

13,883円で、前年度と比較して11.6%の増とな
っています。

道支出金
4.3%

市町村支出金
77.9%

国庫補助金
4.2%

地方債
12.9%
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(4) 教育行政費
平成29年度の教育行政費は約517億円で、前年度と比較して1.2%の減となっています。
教育行政費を財源別にみると、第６図のとおり市町村支出金が62.4%と最も大きく、次いで道支出金

が34.3%、地方債が1.6%、国庫補助金が1.16となっています。
教育行政費を支出項目別に見ると、第10表のとおり消費的支出が94.3%、資本的支出が5.0%、債務償

還費が0.8%となっています。
また、道民１人当たりの教育行政費は9,683円で、前年度と比較して0.6%の減となっています。

第６図 教育行政費の財源別内訳

第１０表 教育行政費の支出項目別内訳
対

支 出 項 目 実 額 構成比 前年度

増加率

千円 ％ ％

消 費 的 支 出 48,741,149 94.3 0.4

資 本 的 支 出 2,566,171 5.0 -25.7
債 務 償 還 費 393,334 0.8 20.8

総 額 51,700,654 100.0 -1.2

道支出金
34.3%

市町村支出金
62.4%

国庫補助金
1.6%

地方債
1.6%



－9－

(5) 知事部局における生涯学習関連費
ア 知事部局における生涯学習関連費の調査対象施設

平成29年度の知事部局における生涯学習関連費の調査対象施設は第11表のとおり５施設で、体育施
設が３施設、女性関連施設が１施設、文化会館が１施設となっています。

第１１表 知事部局における生涯学習関連費調査の調査対象施設
区 分 施 設 名 所 在 地

北海道立道民の森 当別町・月形町

体 育 施 設 北海道立総合体育センター 札幌市豊平区

北海道立北見体育センター 北見市

女性関連施設 北海道立女性プラザ 札幌市中央区

文 化 会 館 北海道立道民活動センター（かでる２・７） 札幌市中央区

イ 知事部局における生涯学習関連費の分野別内訳 第１２表 知事部局における生涯学習
平成29年度の知事部局における生涯学習関連費は 関連費の分野別内訳

約10.9億円となっています。 施 設 等 区 分 実 額 構 成 比

分野別内訳をみると第12表のとおり、体育施設費 千円 ％

が62.8％と最も多く、次いで文化会館費が35.3％と 体 育 施 設 費 682,625 62.8

なっています。 青 少 年 施 設 費 - -

女 性 関 連 施 設 費 20,401 1.9

文 化 会 館 費 384,184 35.3

その他の生涯学習関連施設費 - -
文 化 財 保 護 費 - -

総 額 1,087,210 100.0

ウ 知事部局における生涯学習関連費の財源別内訳
平成29年度の知事部局における生涯学習関連費の財源別内訳は、道支出金が100.0％となっていま

す。

エ 知事部局における生涯学習関連費の 第１３表 知事部局における生涯学習関連費の
支出項目別内訳 分野別内訳
知事部局における生涯学習関連費を支出 支 出 項 目 実 額 構 成 比

項目別にみると、第13表のとおり消費的支 千円 ％

出が60.7％と最も大きく、資本的支出が 消 費 的 支 出 659.418 60.7

26.6％、債務償還費が12.8％となっていま 資 本 的 支 出 288,845 26.6

す。 債 務 償 還 費 138,947 12.8

総 額 1,087,210 100.0
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